
別紙２

収集及び保管の制限

第９ 受注者は、この契約による業務を行うために個人情報及び行
政機関等匿名加工情報等を収集するときは、その業務の目的を明確
にし、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段
により行わなければならない。
２ 受注者は、番号法第19条各号のいずれかに該当する場合を除
き、特定個人情報等を収集又は保管してはならない。 収集及び保管の制限

第９ 受注者は、この契約による業務を行うために個人情報及び行
政機関等匿名加工情報等を収集するときは、その業務の目的を明確
にし、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段
により行わなければならない。
２ 受注者は、行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」とい
う。）第19条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報
等を収集又は保管してはならない。

資料等の返還等

第15 受注者は、この契約による業務を処理するために発注者から
提供を受け、又は受注者自らが収集し、若しくは作成した個人情報
等について、この契約の終了後発注者の指示に基づいて返還、廃棄
又は消去しなければならない。
２ 略

資料等の返還等

第15 受注者は、この契約による業務を処理するために発注者から
提供を受け、又は受注者自らが収集し、若しくは作成した個人情報
等について、この契約の終了後又は契約を解除された後において、
発注者の指示に基づいて返還、廃棄又は消去しなければならない。
２ 略

事故報告

第18 受注者は、この契約による業務の処理に関して個人情報等の
漏えい等の事故が発生した場合は、当該事故に係る個人情報等の内
容、件数、発生場所、発生状況等を書面により速やかに発注者に報
告し、発注者の指示に従うものとする。
２ 受注者は、発注者と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発
生回避等の観点から、可能な限り当該漏えい等に係る事実関係、発
生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。

事故報告

第18 受注者は、この契約による業務の処理に関して個人情報等の
漏えい等の事故が発生した場合は、当該事故に係る個人情報等の内
容、件数、発生場所、発生状況等を書面により速やかに発注者に報
告し、発注者の指示に従うものとする。
２ 受注者は、発注者と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発
生回避等の観点から、可能な限り当該漏えい等に係る事実関係、発
生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。
３ 発注者は、この契約による業務の処理に関して個人情報等の漏
えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に関する情
報を公表することができる。

（旧）
個人情報取扱特記事項

（新）
個人情報等取扱特記事項

1/2



（旧）
個人情報取扱特記事項

（新）
個人情報等取扱特記事項

契約解除 契約解除

第19 発注者は、受注者が特記事項に定める義務を履行しない場合
は、この契約による業務の全部又は一部を解除することができる。
２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場
合においても、発注者に対して、その損害の賠償を請求することは
できないものとする。

履行義務違反に伴う
指名停止措置

履行義務違反に伴う
指名停止措置

第20 発注者は、受注者が特記事項に定める義務を履行しない場合
は、高知県建設工事等指名停止措置要綱（平成17年8月26日高知県
告示第598号）の定めるところにより、指名停止の措置を行うこと
ができる。再委託先が特記事項に定める義務を履行しない場合も同
様に、発注者は受注者又は再委託先に対し指名停止の措置を行うこ
とができる。

損害賠償

第19 受注者は、特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったこと
により発注者又は第三者が被害を被った場合には、その損害を賠償
しなければならない。

損害賠償

第21 受注者は、特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったこと
により発注者又は第三者が被害を被った場合には、その損害を賠償
しなければならない。
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